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熊本・大分地方を震源とする一連の
地震は、５月の連休後も余震が続いて
いるものの、復興の動きが本格化して
いる。18万人を超えていた避難者の数
は、８日時点で1万3,883人となり減り
つつあるが、引き続き避難生活を強い
られている人たちは、精神的ストレス
が大きく継続的な支援が必要となって
いる。

４月14日夜に熊本地方で震度７の地
震が発生したのに続き、16日未明に益
城町で震度７を観測する本震が発生。
強い揺れを伴う余震が続き被害が拡大
した。その後、ライフラインや交通機
関は１週間ほどで復旧が進んだ。電力
は20日にはほぼ回復した。

災害ボランティアの受け入れも始ま
り、復興に向けた動きが本格化する中
で、被災地の病院では職員の疲労が蓄
積している。余震が続いているため、
注意が必要な状況が継続している。

●�復旧が本格化　慢性期の医療ニーズ
に対応
全日病は４月15日に西澤寛俊会長を

本部長、加納繁照常任理事（救急・防

災委員会委員長）を統括副本部長とす
る災害対策本部を設置。厚生労働省や
日本医師会との連携体制を確立すると
ともに、AMATを派遣し、日本医療
法人協会と共同で支援活動を行うこと
を決定した。

これを受けて、織田病院（佐賀県）
とヨコクラ病院（福岡県）が15日に熊
本に入り、情報収集と救援活動を開
始。16 〜 17日には、市比野記念病院、
サザンリージョン病院、国分中央病院

（いずれも鹿児島県）が強い余震が続
き大渋滞の中で支援物資の搬送に当た
った。AMATは16日以降、白鬚橋病院、
永生病院、南多摩病院（いずれも東京
都）、霧島記念病院（鹿児島県）、赤穂
中央病院（兵庫県）が順次活動を展開
した。25日時点で、支援活動を行った
全日病AMATは11隊・43人である。

被災地では余震が続く中で、日々変
化する状況の把握と支援の調整が不可
欠となった。このため日本医療法人協
会から伊藤会長代行（社会医療法人大
雄会理事長）が16日に現地に入った。
同時に、支援物資の確保・供給に当た
るため全日病事務局から職員１人が派
遣され、青磁野リハビリテーション病
院を拠点に活動。全日病の織田副会長
と安藤副会長が現地に入り、情報収集
を行った。

14日の地震発生から３日目までは、
水、食料、オムツなどの物資が不足し
たが、支援活動により供給が加速し、
５日目以降、物資の不足は解消に向か
っている。地震直後の急性期医療では、
脳外科や整形外科が必要とされ、麻酔
科医が不足したが、急性期を乗り切っ

た後は慢性期の医療ニーズへの
対応が中心となっている。時系
列で変わる状況に対応して、人
的・物的支援の調整が必要とな
った。

現地では、行政の対応の遅れ
もあり、ニーズの把握と調整が
不十分で、支援物資があっても
必要な人に届いていない状況も
みられた。とくに避難所の体制
整備が課題だ。

安藤副会長は現地の調査を踏
まえ、「避難所における指揮命
令系統を明確にして、チーム医
療が機能する体制をつくる必要
がある。とくに小児科のニーズ
があり、地域の医師会との連携
が必要だ」と指摘。可能であれ
ば、医療スタッフとのパイプ役
として保健師の配置を考えるべ
きだと述べている。

●�被災地のニーズを把握し、会員病院
を支援
４月24日には、被災地に近い福岡、

佐賀、長崎の各県の支部長、病院長が
博多市内で今後の支援方針を協議した。
集まったのは、福岡県の陣内支部長、
長崎県の井上支部長、田主丸中央病院

（福岡県）の鬼塚院長で、佐賀県から
全日病の織田副会長が加わった。支援
物資については供給が充足しつつある
ことから、今後はマンパワーの支援に
重点を移す必要があるという認識で一
致した。熊本市内の病院では、職員自
身が被災しながら、医療活動を支えて
いる状況。十分な睡眠がとれない中で

通常以上の業務を担い、疲労が蓄積し
ている。

こうした状況を踏まえ織田副会長は、
「医師だけでなく、あらゆる職種の支
援が必要だ。民間の中小病院の立場か
ら、長期的な視点で支援を考える必要
がある」と述べる。

東日本大震災の経験からも、急性期
の医療ニーズが終息した後は、慢性期
の医療ニーズへの対応が重要になるこ
とは明らかだ。被災地の病院が通常の
医療を提供できるように効果的な支援
を行うことが課題。現地の会員病院の
ニーズを把握した上で、JMATとの役
割分担を調整しつつ、支援体制を構築
することが求められる。

復興への取組みが本格化熊本地震
全日病がAMATを派遣　被災地に対する長期的な支援が重要に

厚労省は４月20日の「医療従事者の
需給に関する検討会」（森田朗座長）と
医師需給分科会との合同会議に、これ
までの議論をふまえた医師偏在対策と
ともに、今後３年間の医学部入学定員
を今年度と同じ9,262人の水準とする
考えを示した。医師偏在対策では、一
定の公的な強制力を伴う対策が並んだ。

厚労省は３月30日の同分科会で、将
来の医師需給推計の結果を公表。医師
数は2024年には均衡し、その後は供給
が需要を上回り、2040年には医師が約
3.4万人過剰になると推計した（中位
推計）。将来的な医師過剰から、現状
の暫定的な医学部入学定員増をどこか
の時点で打ち切ることの検討とあわせ、
医師偏在対策の議論を求めている。

医師偏在対策では、一定の公的な強
制力を伴う対策が多く盛り込まれた。

医学部定員、臨床研修、専門医制度
に関し、都道府県の医師数の格差が一
定以上にならないよう、それぞれに枠
を設ける。臨床研修などではすでに一
定の枠があるが、格差をさらに縮小す

る。地域医療支援センターは機能を強
化し、医師のキャリア形成支援や配置
調整ができるようにする。

医療計画では、医師の偏在が続く場
合に「十分ある診療科の診療所の開設
について、保険医の配置・定数の設定
や自由開業・自由標榜の見直しを含め
て検討」とした。医籍登録番号などを
活用した医師の従事先をたどれるデー
タベースを構築することも検討する。

特定の医療機関（臨床研修病院、地
域医療支援病院、診療所等）の開設
者・管理者の要件に、特定地域・診療
科で一定期間診療に従事することを加
える。そのほか、◇フリーランス医師
への対応◇医療事業継続に当たっての
優遇税制◇女性医師の支援 ─ など
も検討項目にあがった。

これらの医師偏在策について、委員
からは一定の強制力に対し、「これま
でより踏み込んだ」と評価する意見が
相次いだ。全日病副会長の神野正博委
員も、医師不足問題が医師偏在対策
だけで解決しないことを強調しつつ、

「何らかの強制策で偏在を解消する必
要がある」と方向性に賛意を示した。

当面9,262人の入学定員を維持
医学部の定員増に対しては、今後３

年間は現状の9,262人を維持すること
が示された。ただ2010 〜 2019年度ま
での「新成長戦略」などに基づく医師
確保対策では、今後３年間も都道府県
ごとに原則10人までさらに増員を図る
ことが可能となっている。厚労省はこ
の部分に関して、「本当に必要な増員
であるのかを慎重に精査すべき」と、

増員は控えるべきとの考えを示した。
一方、深刻な医師不足に対応するた

め、2008 〜 2017年度の期間で講じて
いる医師確保対策は、来年度末で期限
を迎えるが、当面延長が必要とした。

全日病会長の西澤寛俊委員は、これ
らの提案に対し、現状における医師の
絶対数の不足を「議論の前提にすべ
き」と強調。その上で、「これまで対
策を講じてもそれでは足りず、新たな
対策を講じることを繰り返した。余る
といいながら不足が続いた。今後はそ
うならない取組みが必要」と述べた。

厚労省が一定の強制力伴う医師偏在対策を示す
   

厚労省・医師需給検討会

今後の支援方針を話し合う鬼塚院長、陣内支
部長、井上支部長、織田副会長（左から）。
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「専門医養成の在り方に関する専門
委員会」の２回目の会合が４月27日に
開かれ、永井良三委員長（自治医科大
学学長）が新たな専門医制度の実施に
よって医師の地域偏在を拡大させない
ことを念頭に私案を示した。都道府県
ごとに「専攻医」の定員枠を設定し、
都市部への集中を避ける内容だ。あわ
せて、都道府県に設置する協議会の権
限を強化し、日本専門医機構と調整し
つつ、ともに制度運営を担う役割を持
たせることを提案した。

しかし私案の内容を来年４月までに
制度化することは難しく、制度をスタ
ートさせながら、私案に沿って調整を
進めることになる。このため新たな専
門医制度を予定通り来年４月に実施す
ることへの懸念は払拭されていない。

永井私案は、専門医の需要に応じ

●2025年までに10万人を養成
すでに周知のように団塊の世代が後

期高齢者に突入する2025年に向かって、
医療介護総合確保推進法が2014年６月
に19本の法改正を伴うプログラム法と
して成立し、その施行が順次行われて
きている。その中では、地域医療構想
策定、医療介護の連携、チーム医療や
医療事故調査など、さらには基金の利
用までを謳っている。特定行為に係る
看護師の研修制度も、チーム医療関連
の法改正の一環として保健師助産師看
護師法（保助看法）が改正され、2015
年10月１日から施行されている。

その目的を国は、
○2025年に向けて、さらなる在宅医療

等の推進を図っていくためには、個
別に熟練した看護師のみでは足りず、
医師または歯科医師の判断を待たず
に、手順書により、 一定の診療の補
助（例えば、脱水時の点滴（脱水の
程度の判断と輸液による補正）な
ど）を行う看護師を養成し、確保し
ていく必要がある。

○このため、その行為を特定し、手順
書によりそれを実施する場合の研修
制度を創設し、その内容を標準化す
ることにより、今後の在宅医療等を
支えていく看護師を計画的に養成し
ていくことが、本制度創設の目的で
ある。
と謳い、十分な研修と安全体制のも

と、医師による包括的指示によって、
あらかじめ各医療機関で定めた手順書
により、あくまでも診療の補助行為で
ある特定行為を実施できる看護師を
2025年までに10万人以上養成するとし
ている。

このような看護師のニーズがどこに
あるのか考えていただきたい。医師が
十分に配置されており、直接的な指示
が発せられる集中治療室や救命救急セ
ンターというよりはむしろ、医師配置
が比較的薄い慢性期病床、老人保健施
設ほかの介護保健施設、在宅医療の現
場ではないだろうか。そういった意味
で、われわれ全日病会員病院の潜在的
なニーズは大きいと考える。

しかし、本制度は、315時間の共通
科目研修に加えて、認められた38行
為21区分の区分ごとに15 〜 72時間の
講義、演習、実習が必要とされている。
従来、日本看護協会が認定する認定看
護師、専門看護師研修は、大都市の研

て、診療科や都道府県に「専攻医」の
人数に制限を設けるもの。都道府県ご
との定数は患者数や面積などを勘案し
て設定する。ただ定員の設定に必要と
なるデータは現状では不十分だ。この
ため過去３年間の専門医の採用実績の
1.1 〜 1.2倍を全国の定員枠とした上で、
都道府県の定数は都市部以外の道県に
配慮して設定することを提案している。

あわせて、都道府県に設置する協
議会に主体的な役割を求める。具体的
には、基幹病院が作成したプログラム
と都道府県の定員をもとに、二次プロ
グラムを作成。日本専門医機構と調整
しながら、「専攻医」の身分や待遇に
ついて監督・指導する役割を担うべき
とした。協議会の権限を強化するため、
法的な位置づけも視野に入れている。

永井私案に対しては、医師の需要と

修センターや大学院での長期間にわた
る受講が必要であった。本制度におい
ても、これら膨大な時間を現場から離
れ、受講、研修させるならば、到底10
万人の養成は不可能であり、かつ人的
資源に乏しい中小病院・施設、訪問看
護ステーション等からの出務、受講は
無理であると考えざるを得ない。

そこで、全日病では、S-QUE研究
会と共同で、共通科目研修315時間の
ほとんどをインターネットで学べる全
日病S-QUE eラーニング看護師特定行
為研修をこの４月から開講した。（参
照：http://s-que.net/specific-action/
index.html ）

各病院は指定研修機関として名乗り
出ていただきたい。あるいは各病院が
連携と協働のもとで協力施設になるこ
とを条件に、地域の基幹病院が指定研
修機関として名乗り出るように働きか
けていただきたい。

●指定研修病院が単位認定
このeラーニングによる看護師特

定行為研修共通科目の履修は全日病
S-QUEで管理するものの、単位認定
は、全日病ではなく各指定研修機関で
行う。そして、特定行為区分別の講義
と実習は、指定研修機関ないしは協力
施設となった自らが勤務する施設で、
自らのニーズに応じた実習とすべきで
ある。これによって、勤務をしながら
の研修終了を目指すことが可能となる。

すなわち、全日病のeラーニングプ
ログラムは各指定研修機関が使える教
材であると理解していただきたい。加
えて、このeラーニングプログラムは、
病院単位での加入とし、かつ他の研修
プログラムに比べて、きわめて安い価
格帯に設定した。また、１病院当たり
何人が受講しても同一価格である。看
護師の生涯教育の一環として利用する
のも手である。ここで履修し、将来、
その看護師が特定行為研修を受講する
意思が出た場合も、あらかじめ取得し
た単位に関して指定研修機関が単位認
定することも可能となる。

全日病では、このeラーニングに加
えて、2016年度も昨年度に引き続き、
全国で指導者研修を実施する。さらに、
今年度は、指定機関申請に係る支援も
スタートしたく思っている。

供給を均衡させるための技術的な問題
点を指摘する意見はあったが、評価す
る声が多かった。永井委員長は、厚労
省に定員の設定方法について、次回ま
でに、準備を進めるよう要請した。

その上で、永井委員長はこれらの
私案を来年４月までに制度化するのは

「不可能」との認識を示した。制度を
スタートさせながら、試行的に調整し
ていく考えだ。これに対して委員から、

「中途半端に始めれば混乱する。この
委員会で延期を提言すべき」といった
意見が相次いだ。

また、同日は専門医機構側が組織の
あり方について説明した。「専門医の
質を担保することと、地域医療をよく
することを調和させる」とし、６月の
役員改選に際しては、「地域医療を担
うステークホルダーが理事、社員、委

●特定行為研修制度の概要
以下に箇条書きでポイントを整理す

る。
「特定行為を手順書により行う看護

師は、指定研修機関において、当該特
定行為の特定行為区分に係る特定行為
研修を受けなければならない」は、努
力規定ではなく、義務である。
①特定行為および特定行為区分

特定行為は、診療の補助であって、
看護師が手順書により行う場合には、
実践的な理解力、思考力および判断力
並びに高度かつ専門的な知識および技
能が特に必要とされるものとして厚生
労働大臣が定めるもの＜38行為＞

特定行為区分は、特定行為の区分で
あって、厚生労働大臣が定めるもの＜
21区分＞
②手順書

手順書は、医師または歯科医師が看
護師に診療の補助を行わせるためにそ
の指示として作成する文書または電磁
的記録であって、次に掲げる事項が定
められているものであること。 

（１ ）看護師に診療の補助を行わせる
患者の病状の範囲

（２）診療の補助の内容
（３ ）当該手順書に係る特定行為の対

象となる患者
（４ ）特定行為を行うときに確認すべ

き事項
（５ ）医療の安全を確保するために医

師または歯科医師との連絡が必要
となった場合の連絡体制

（６ ）特定行為を行った後の医師また
は歯科医師に対する報告の方法

＊ 厚生労働省平成27年度看護職員確保対
策特別事業「特定行為に係る手順書例
集作成事業」として全日病が作成した

『特定行為に係る手順書例集』は、平成
28年2月より以下のホームページで公開
されている。

厚生労働省ホームページ
 h t t p : / / w w w . m h l w . g o . j p /
f i l e/06 -Se isakujouhou -10800000 -
Iseikyoku/0000112464.pdf

全日病ホームページ
 http://www.ajha.or.jp/voice/pdf/
other/160205_1.pdf?160205

③指定研修機関の指定の基準
指定研修機関は、１または２以上の

特定行為区分に係る特定行為研修を行
う学校、病院その他の者であって、厚
生労働大臣が指定するものをいう。

員会に十分加われるようにする」方向
で、組織改革を行うとした。

事務局体制については、前身の日本
専門医制評価・認定機構から引き継ぎ、
当初５人だった職員を段階的に16人ま
で増員して充実を図った。事務局長が
１人、主任３人のもとに、正職員３人、
契約職員９人の体制。

全日病会長の西澤寛俊委員は、組織
の外形的な説明だけでなく、「これま
でどのような議論が内部で行われてき
たのかをふまえた上で、組織のガバナ
ンスのあり方を議論する必要がある」
と主張。社員総会などの議事録の提示
を求めた。日本医療法人協会の加納
繁照委員は、「地域医療を守るために、
若い医師が必要。すべての医師が専門
医を目指せば地域医療がおろそかにな
ってしまう」と指摘した。

（指定の基準）
（１ ）特定行為研修の内容が適切であ

ること。
（２ ）特定行為研修の実施に関し必要

な施設および設備を利用すること
ができること。

（３ ）特定行為研修の責任者を適切に
配置していること。

（４ ）適切な指導体制を確保している
こと。

（５ ）医療に関する安全管理のための
体制を確保していること。

（６ ）実習を行うに当たり患者に対す
る説明の手順を記載した文書を作
成していること。

（７ ）特定行為研修管理委員会を設置
していること。

④特定行為研修
（基本理念）

特定行為研修は、チーム医療のキー
パーソンである看護師が、患者・国民
や、医師・歯科医師その他の医療スタ
ッフから期待される役割を十分に担う
ため、医療安全に配慮し、在宅を含む
医療現場において、高度な臨床実践能
力を発揮できるよう、自己研鑽を継続
する基盤を構築するものでなければな
らない。

（受講者）
特定行為研修の受講者としては、概

ね３〜５年以上の実務経験を有する看
護師が想定されること。ただし、これ
は、３〜５年以上の実務経験を有しな
い看護師の特定行為研修の受講を認め
ないこととするものではないこと。
⑤特定行為研修管理委員会

（役割）
・  特定行為区分ごとの特定行為研修

計画の作成
・  ２以上の特定行為区分について特

定行為研修を行う場合の特定行為
研修計画の相互間の調整

・受講者の履修状況の管理
・修了の際の評価等
・特定行為研修の実施の統括管理

（構成員）
（１ ）特定行為研修に関する事務を

処理する責任者またはこれに準
ずる者

（２ ）当該特定行為研修管理委員会
が管理する全ての特定行為研修
に係る特定行為研修の責任者

（３ ）医師、歯科医師、薬剤師、看
護師その他の医療関係者

新たな専門医制度で永井委員長が私案示す

４月より全日病にて共通科目（315時間）のeラーニングによる講座提供を開始
全日本病院協会　副会長・看護師特定行為研修検討プロジェクト委員会委員長　神野正博

厚労省・専門医養成に関する専門委員会

看護師特定行為研修

都道府県ごとに定員枠設定
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Ⅰ　はじめに
2015年９月９日、「個人情報の保護

に関する法律及び行政手続における特
定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律の一部を改正する法
律」（個人情報保護法一部改正法）と

「行政手続きにおける特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する法
律の一部を改正する法律（マイナンバ
ー法一部改正法）」が同時に公布され
た。

両法は、密接に連携しており、個人
情報保護法の公布から12年、マイナン
バー法の公布から2年経過して初めて
の大きな改正である。2015年10月から
改正法の一部が施行された。

年金情報漏えいがあり、その後、特
定個人情報に関する情報システム障害
等による不具合が続出し、マイナンバ
ー法の運用に疑問や問題が提起されて
いる。

全日本病院協会は、個人情報保護法
制定直後から担当委員会を設置して、
認定個人情報保護団体として、相談受
付、情報提供、講演会、研修会等を継
続している１。その結果、医療機関管
理者および職員の個人情報保護法の理
解と関心は高まっている。

しかし、マイナンバー法は、制定後
短期間であり、また、医療機関への影
響が不明確であり、医療関係者の理解
と関心は十分とは言えない。

両改正法とも、全面施行されておら
ず、医療分野における運用に関するガ
イドライン等も策定されていない。し
かし、改正法の一部が施行されている
ので、概要を理解する必要がある。

個人情報保護法改正法にも触れるが、
マイナンバー法改正法を中心に解説す
る。
Ⅱ　マイナンバー法の目的

マイナンバー法は、「行政事務を処
理する者が…効率的な情報の管理及び
利用並びに他の行政事務を処理する者
との間における迅速な情報の授受を行
う…行政運営の効率化及び行政分野に
おけるより公正な給付と負担の確保を
図り…国民が、手続の簡素化による負
担の軽減、本人確認の簡易な手段その
他の利便性の向上を得られるようにす
る…個人番号その他の特定個人情報の
取扱いが安全かつ適正に行われるよう
行政機関の保有する個人情報の保護に
関する法律、独立行政法人等の保有す
る個人情報の保護に関する法律及び個
人情報の保護に関する法律の特例を定
めることを目的とする」と第１条に明
記されている。

名称の通り、行政事務の効率化が主
目的であり、民間組織や個人の便益は
従である。
Ⅲ　マイナンバー法改正法の概要

マイナンバー法改正では、マイナン
バーの利用範囲や行政機関等の間での
情報連携の範囲が拡大された。預貯金
口座へのマイナンバーの付番、予防接
種などの医療等分野における利用、地
方公共団体の要望等や個人情報保護委
員会への改組に係るもの、さらに、年
金情報の流出事案を踏まえた追加修正
があった。

用語が明確化あるいは新たに定義さ
れた。医療機関には、特に下線の用語
の理解が必須である。

行政機関、独立行政法人等、個人情
報、個人識別符号、要配慮個人情報、
匿名加工情報、個人情報ファイル、個
人番号、本人、個人番号カード、特定

Ⅳ　�個人情報保護法・マイナンバー
法の用語の定義

個人情報、特定個人情報ファイル、個
人番号利用事務、個人番号関係事務、
個人番号利用事務実施者、個人番号関
係事務実施者、情報提供ネットワーク
システム、法人番号

マイナンバーの利用範囲は以下のと
おりである。
１　社会保障分野
１）　年金
・  年金の資格取得･確認・給付に利用
・  国民年金法、厚生年金保険法による

年金の支給に関する事務
・  確定給付企業年金法、確定拠出年金

法による給付の支給に関する事務
２）　労働
・  雇用保険等の資格取得・確認・給付。

ハローワーク等の事務に利用
・  雇用保険法による失業等給付の支給、

雇用安定事業、能力開発事業の実施
に関する事務

・  労働者災害補償保険法による保険給
付の支給、社会復帰促進等事業の実
施に関する事務 等

３）　福祉・医療等
・  保険料徴収等の医療保険者の手続、

福祉分野の給付、生活保護の実施等
に利用

・  健康保険法、介護保険法等による保
険給付、保険料の徴収に関する事務

・  児童扶養手当法による児童扶養手当
の支給に関する事務

・  障害者総合支援法による自立支援給
付の支給に関する事務

・  生活保護法による保護の決定、実施
に関する事務 等

２　税分野
・  国民が税務当局に提出する確定申告

書、届出書、調書等に記載。当局の
内部事務等に利用

・  災害対策 被災者生活再建支援金の
支給に関する事務等に利用

４  　上記の他、社会保障、地方税、防
災に関する事務その他これらに類す
る事務であって地方公共団体が条例
で定める事務に利用
Ⅵ　個人情報保護法改正法の目的

改正後の個人情報保護法は、第１条
で、「個人情報の適正かつ効果的な活
用が新たな産業の創出並びに活力ある
経済社会及び豊かな国民生活の実現に
資するものであることその他の個人情
報の有用性に配慮」することを目的と
するとしている。

すなわち、個人情報の保護と利活用
をバランスよく推進することである。
Ⅶ　個人情報保護法改正の概要２

情報通信技術の急速な発展により、
個人情報を含むパーソナルデータを取
扱う環境が大きく変化し、主に以下の
問題が明らかになり、それらに関して
改正された。
１ 　かつては想定しなかった多種多様

なパーソナルデータが流通し、ビッ
グデータとして新たに利活用され、
プライバシー保護と適正な情報の利
活用環境を整備する必要が生じた。

２ 　個人情報取扱事業者の監督が主務
大臣制で、27分野38ガイドラインに
基づき、事業分野ごとに行われてき
た。

３ 　企業や団体の活動がグローバル化
し、個人情報を含む多くの情報が国
境を越えて流通、取り扱われる時代
となり、EU、アメリカにおける個
人情報保護法制の見直しも踏まえて、
国際的な整合性を図る必要がある。
パーソナルデータの利活用に関する

項目を含む「日本再興戦略」及び「世

Ⅴ　�マイナンバーの利用範囲（番号
法別表）（2013年法律第27号）

界最先端IT国家創造宣言」の閣議決
定（2013年６月）に基づき、「高度情
報通信ネットワーク社会推進戦略本部

（IT総合戦略本部）」の下に、「パーソ
ナルデータに関する検討会」が設置さ
れた。

2014年６月、同本部は「パーソナル
データの利活用に関する制度改正大
綱」を決定し、これに基づき個人情報
保護法を改正した。
Ⅷ　個人情報保護委員会設置

2016年１月から、特定個人情報保護
委員会が個人情報保護委員会に改組さ
れた。特定個人情報に関する事務とと
もに、新たに個人情報全般について、
適正な取扱いの確保のための監督、認
定個人情報保護団体の監督、個人情報
全般に関する広報・啓発、個人情報の
取扱いに関するクローバル化への対応
等、権限が大幅に強化された。
Ⅸ　日本再興戦略　改訂2015

日本再興戦略　改訂 2014（2014年
６月閣議決定）に基づき、「医療等分
野における番号制度の活用等に関する
研究会において、医療分野における番
号の必要性や具体的な利活用場面に関
する検討を行い、年内に一定の結論を
得る」とされ、2014年12月10日、中間
まとめが公表された３。2015年６月30
日、日本再興戦略　改訂2015「経済財
政運営と改革の基本方針2015 〜経済
再生なくして財政健全化なし〜」（骨太
方針）が経済財政諮問会議での答申を
経て閣議決定された４。社会保障では、
医療・介護提供体制の適正化、インセ
ンティブ改革による各種予防、公的サ
ービスの産業化、負担能力に応じた公
平な負担・給付の適正化、薬価・調剤
等の診療報酬に係る改革及び後発医薬
品の使用促進を含む医薬品等に係る改
革等にも取り組んでいくとした。

上記を受けて、「医療等分野におけ
る番号制度の活用等に関する研究会」
は報告書を発表した５（2015年12月10
日）。その概要は以下のとおりである。
１ 　医療等分野の情報連携に用いる識

別子（ID）の具体的な制度設計等
を整理し、検討結果をまとめた。

２ 　医療等分野の個人情報の情報連携
のあり方を整理した。

（１）医療等分野の個人情報の特性
（２ ）医療等分野の個人情報の情報連

携のあり方
３ 　マイナンバー制度のインフラとの

関係
（１ ）医療情報の連携にマイナンバー

は用いない。
（２ ）支払基金が住基ネットを経由し

て取得する「機関別符号」は、住
民票コードと一対一の関係を持ち、
事務を受託した保険者の被保険者
について、重複がない一意の識別
子（ID）とする。

４ 　医療保険のオンライン資格確認の
仕組み

（１ ）支払基金と国保中央会が保険者
から共同で資格管理等の事務の委
託を受ける。

（２ ）個人番号カードの裏面のマイナ
ンバーの表示の工夫や、マイナン
バー等が見えないカードケースの
配布など、個人番号カードを安全
に利用する対策を講じる。

５ 　医療等分野の情報連携に用いる識
別子（ID）の体系（具体的な制度
設計）

（１ ）地域医療連携に用いる識別子
（ID）の位置づけ

Ⅹ�　「医療等分野における番号制度の
活用等に関する研究会」の報告書

異なるID体系の地域医療連携の
ネットワーク間で、患者本人を一意
的に把握するための共通の識別子

（ID）として、「地域医療連携用ID
（仮称）」を生成し、異なるネットワ
ーク間での患者情報の連携を可能と
する。

（２ ）医療等分野の識別子（ID）の生
成・発行の仕組み
支払基金と国保中央会がIDの生

成・発行機関となり、支払基金が取
得する機関別符号と一対一に対応す
るように、「地域医療連携用ID（仮
称）」等の識別子（ID）を生成・発
行する。

（３ ）医療等分野の識別子（ID）の視
認性（見える番号とするかどうか）

（４ ）医療保険の資格確認用番号（仮
称）とレセプト情報の活用

（５ ）医療等分野の情報連携の識別子
（ID）の発行・管理機関

（６ ）医療機関等への地域医療連携用
ID（仮称）の発行の仕組み

６ 　医療等分野の識別子（ID）の普
及に向けた取組
Ⅺ　医療機関の対応

マイナンバー法への医療機関がすべ
き具体的対応は以下のごとくである。
１ 　規定見直し（基本方針、就業規則、

個人情報管理規定等）
２ 　個人情報保護、安全管理措置（体

制構築・セキュリティ対策）
３　従業員研修
４ 　従業員等の個人番号カード取得開

始（番号確認と身元確認）
５ 　申請書、申告書、調書等順次番号

記載開始（厚生年金・健康保険は、
2017年1月〜）
給与所得・退職所得の源泉徴収票、

報酬、料金、契約金及び賞金の支払い
調書、不動産の使用料等の支払調書、
不動産等の譲渡受けの対価の支払調書
Ⅻ　おわりに

マイナンバー法は、行政事務の効率
化が目的であり、適用範囲は限定され
ている。また、個人情報保護法改正法
では、“匿名加工情報”が定義され、情
報の利活用が促進されようとしている。

年金情報漏えい、個人番号管理シス
テムの不具合がある中、“医療番号”が
具体的に検討され、また、“特定個人
情報”の利用範囲が拡大されることも
考慮し、民間組織あるいは個人として、
あらゆる形の“個人情報”を自分自身で
制御可能な形に保持できることが重要
である。

2017年７月に開始される予定の本格
的な情報連携に向けた準備が進められ
ている。本制度の導入目的に基づいて、
公平・公正・円滑に運用されるよう、
関係者が連携し、必要に応じて見直す
必要があろう。
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日本病院団体協議会は４月22日の
代表者会議で、2016年度改定におけ
るDPC制度の見直しについて協議し、
係数等の決定過程が「ブラックボック
ス」になっているとの認識で一致。小
山信禰DPC分科会長を通じて、中医
協に改善を申し入れることを決めた。

代表者会議は、４月13日の中医協総
会の内容について議論した。なかでも
DPC制度について議論が集中。会議
後に会見した神野正博議長は、「激変
緩和措置としての暫定調整係数で不利
益をうける病院を助けるという意味が
ありながら、係数の決め方がブラック
ボックス化しており、極めて大きな憂
慮を示す意見が出された」と報告した。
とくに2016年度診療報酬改定で機能評
価係数Ⅱに新たに追加された重症度係
数について、「どのような経緯で係数

四病院団体協議会は４月27日に総合
部会を開き、新たな専門医制度のあり
方や医療従事者の需給見通しをめぐり
議論。専門医制度を運営する日本専門
医機構のガバナンスに問題があるとの
指摘が相次いだ。全日病の西澤寛俊会
長は終了後の会見で、「専門医機構の
組織を見直すべきで、しっかりしたガ
バナンスを求めていく。それを考える
と、来年４月のスタートは物理的に難
しい」との見解を示した。

新たな専門医制度に対しては、病院
団体をはじめ多くの関係者が地域間・
診療科間の医師の偏在を拡大すると懸
念を表明している。今年２月の社会保
障審議会・医療部会で、同制度の実施
に当たり、地域医療への影響が考慮さ
れていないとの批判が相次いだため、

「専門医養成の在り方に関する専門委
員会」を設置し、来年４月の実施の延
期も含め、集中的に議論することにな
った。

西澤会長は、「専門医制度なので大
学病院やそれなりの病院できちんと教
育することはわかるが、それによって

となったのか、決定過程が明らかでは
なかった」と述べ、問題視した。

重症度係数は、ゼロとなる病院が少
なくない。日病協は代表者会議に先立
つ４月20日の実務者会議において、厚
労省保険局医療課の担当者を招き、説
明を受けている。神野議長は「重症化
係数は粗診粗療をしていない病院を評
価する意味で設けられたが、医療費を
かけずによいアウトカムを出すことが
評価されていないという不満が出てい
る」と説明した。

日病協として、DPCの係数につい
て丁寧な議論が必要という認識で一致。
神野議長は「小山DPC分科会長を通
して、重症度係数等の考え方について
丁寧に議論を行うよう、中医協に申し
入れる」と表明した。

また代表者会議は、医薬品の薬価収

地域医療にどういう影響があるかが議
論されていない」と、この問題に関す
る認識を述べた。
「専門委員会」は、３月25日に初会

合を開き、４月27日に第２回が開かれ
た。西澤会長は、「専門委員会では専
門医機構のガバナンスの議論から始ま
るかと思っていたが、来年４月の実施
を前提にした資料が出て、それは少し
違うと申し上げた」とこの間の経緯を
説明した。

四病協でも新たな専門医制度に対す
る懸念が強いほか、日本専門医機構の
運営に対する不信感がある。この日の
総合部会では、「地域医療の現場の意
見がまったく取り入れられていない」
との意見があったほか、「専門医機構
の事務局機能に問題がある。組織がし
っかりしなければ制度がうまく回るは
ずはない」との意見があったという。

西澤会長は、「専門医制度は国民に
質の高い医療を提供するための手段で
あり、そのために地域医療を無視して
いいわけがない。来年４月の実施は無
理というのが大勢だった」と述べた。

載についても、中医協に提出されるま
での手順が不透明であり、今後は明ら
かにすべきという主張で一致した。

新しい専門医制度についても議論が
なされた。来年度の新制度スタートに
向けて現状は準備不足であり、日本専
門医機構のガバナンスに問題があると

医師需給推計の仮定で検証必要
厚労省が３月31日の「医療従事者の

需給に関する検討会・医師需給分科
会」に提出した医師需給推計も議題に
あがった。今後の医師養成数を検討す
るため、将来の医療需要を踏まえて推
計したもので、2024年に医師の需要と
供給が均衡し、それ以後は供給が需要
を上回って過剰となる見通しを示して
いる。総合部会では、推計の前提次第
で結果が異なることから、推計結果の
妥当性を疑問視する意見があった。

いう認識では一致した。専門医機構の
会議では、議事録が非公表である点を
問題視する意見もあった。

神野議長は、「今のままの専門医機
構により、新しい専門医制度を始める
ことに懸念を抱くという認識に、反対
意見はでなかった」とまとめた。

例えば、推計では女性の仕事量を30
〜 50歳の男性医師の８割として計算
しているほか、急性期医療における労
働時間が１週間当たり現在の56.6時間
から51.1時間に減ると仮定して計算し
た。こうした前提が変われば、医師の
必要数はもっと多くなる。医師需給推
計について、改めて精緻に検証する必
要があるとの認識を共有した。

四病協は今回から４カ月の任期で、
全日病が会議運営を担当し、西澤会長
が議長を務めている。

DPC機能評価係数の決定過程は不透明
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来年４月スタートは物理的に難しい

介護保険制度改正に向けて検討して
いる社会保障審議会介護保険部会（遠
藤久夫部会長）は４月22日、介護給付
費適正化のための地域差分析について
議論したほか、ケアマネジメントのあ
り方をめぐって意見を交わした。

厚労省は、地域差分析に関して説明。
介護費用総額が2016年度予算ベースで
約10兆円に達し、制度創設時の約３倍
に膨らむ見通しであることを明らかに
した。制度の持続可能性を確保するに
は、介護需要の地域差を生む要因を把
握し、介護給付費の適正化を進める必
要があると述べた。

介護給付費の適正化に関しては、各
都道府県において2008年度より介護給
付適正化計画を策定している。各市町
村においても、地域支援事業の任意事
業に①要介護認定の適正化②ケアプラ
ンの点検③縦覧点検・医療情報との突

合を初めとする適正化事業が位置づけ
られている。

しかし厚労省は、実態分析は十分で
はないとし、その理由として統計デー
タの分析能力の不足（専門的な知識を
有する職員の不足）、平常業務の多忙
さなどをあげた。

また、要介護認定のチェックやケア
プラン点検についても、市町村の規模
によって取り組みに差があることを明
らかにした。とくに、ケアプラン点検
への取り組みは弱く、2013年度の実施
率は60.8%にとどまる。

一方、厚労省は地域包括ケアの「見
える化」システムを構築して、2015年
７月から稼働させている。2016年７月
には、年齢調整後（各保険者等の人口
構成の違いを除外したもの）の要介護
認定率や１人当たり給付費等のデータ
提供が始まるなど、今後も拡充してい

く方針だ。
同システムを活用すれば、都道府県

や市町村は、自らの分析を他の地域と
比較できるが、分析能力や担当職員の
不足がそれを阻んでいる。

委員からは、「介護保険も国保と同
様に、都道府県に移し、市町村の役割
と負担を軽減すべきではないか」など
の意見があった。

一方、ケアマネジメントに関する議
論では、特定事業所集中減算（80％を
超えると200単位減算）に対する批判
が相次いだ。これは、ケアマネジメン
ト業務の偏在集中を回避するために一
定の基準を上回ると介護報酬を減額す
るものだが、多くの利用者を引き受け
ることに対し、ペナルティを課すのは
不合理との意見があった。

保険者によるケアプラン点検の義務
化を求める声には「市町村に分析能力

を求めるのは難しい」と、疑問を呈す
る意見があった。

介護支援専門員の調査によると、約
70％から「記録する書式が多く手間が
かかる」と、過重な事務負担を指摘す
る意見がある。これを踏まえ、ケアマ
ネジメント業務の全面ＩＴ化を推進す
べきとする意見もあった。

ケアマネジメントにおいて医療介護
の連携の観点から、専門職種や専門機
関を有機的に結びつけるための方策を
議論する中で、「ケアマネジャーの６
割が病院主治医との連携に心細さを感
じている」との指摘がなされた。これ
に関しては、介護支援専門員に対する
医療知識の研修に力を注ぐべきとする
意見もあった。

介護保険部会は来年度予算編成もに
らみ、年末のまとめに向けて、議論を
続ける予定だ。

介護給付費のデータ分析体制など保険者機能強化を議論
ケアマネジメントの特定事業所集中減算に批判が相次ぐ
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厚労省・介護保険部会

2016年度は神野正博副会長が日本社会医療法人協議会の代表者として議長を務める。
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